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アブストラクト： 

食品ロスは家庭系、事業系に二分されますが、農林水産省では事業系の食品ロス削減に

向けて様々な施策を展開しています。本稿では、食品ロスの現状を明らかにしたうえで、行政

としての施策、および製配販における事業者の取組事例などについて紹介していきます。な

お、農林水産省では、食品ロス削減国民運動のシンボルマークとして「ろすのん」の利用を推

進してきました。簡単なメール申請で、無料で利用出来ますのでぜひご活用ください。 

 

キーワード：納品期限緩和、賞味期限の年月表示化、賞味期限の延長、ドギーバッグ、 

フードシェアリング、フードバンク 

 

はじめに 

食品ロスというワードを聞く機会が増えていま

すが、食品ロスは事業系、家庭系に二分される

中で農林水産省では事業系食品ロスの削減に

向けて様々な取組施策を行っています。 

今回は食品ロスの現状を踏まえた行政の

施策や、事業者の取組事例など、ご紹介した

いと思います。 

 

１．国内外における食品ロスの現状 

食品ロスの問題は、日本では、ゴミ対策の

一環として取り組まれてきました。現在も一般

廃棄物に係る市町村のゴミ処理経費は年間

約２兆円に上り、多くの税金が投下されていま

す。それに加え、２０１６年１月に発覚した食品

廃棄物の不正転売事案（いわゆる「ダイコー

事件」）では、転売をした事業者の責任に加

え、それを排出した食品事業者のモラルが問

われる事件となり、食品ロスに対する世の中の

関心が高まったと考えられます。 

また、国際的には現在約７５億人の世界人

口が、約３０年後の２０５０年には約９７億人に

到達すると推計されており、栄養不足人口

（現在約８億人）の増加が懸念されています。

さらに、地球温暖化の原因となる温室効果ガ

スの発生源をセクター別にみると、食料生産

に由来するものが１割を大きく超えるとの試算

もあり、食料問題と環境問題の両面から、食

品ロス削減対策の重要性に注目が集まって

います。２０１５年９月に国連サミットで採択さ

れた「持続可能な開発のための２０３０アジェン

ダ」では、１７のゴールと１６９のターゲットからな

る持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の１つとし

て、２０３０年までに小売・消費レベルにおける

世界全体の１人当たりの食料廃棄を半減させ

るという目標が設定されました。定性的な目標

が多いと言われるＳＤＧｓの中で、５０％削減と

いう具体的な数値目標が設定されたことは注

目すべきでしょう。 

こうした国際的な動きに呼応するように、国

内でも国・地方自治体・民間による食品ロス削

減対策が加速しています。 

関連省庁・団体からのお知らせ 

 



－ 23 － 

 

 

食品廃棄物のうち、いわゆる「食品ロス」に該

当する可食部は、事業系と家庭系を合わせて

年間６４６万トン（２０１５年度推計値）発生してい

ます。１人１日当たりでは１３９ｇとなり、毎日、国

民全員が茶碗１杯分のご飯に相当する量の食

品を捨てていることになります（図表１）。 

 

2．商慣習の改善  

[1] 納品期限の緩和へ 

食品ロス削減には、消費者庁をはじめ農林

水産省、環境省、経済産業省、文部科学省

の各省庁が関わっています。その中で農林水

産省は、食品関連事業者から発生する食品

ロスの削減対策を担当しています。 

農林水産省で特に力を入れてきたのは個

別企業では難しい商慣習の改善で、製造・

卸・小売の各事業者が参画した商慣習検討

ワーキングチームを立ち上げ、２０１２年度から

検討を重ね、２０１５年度のワーキングチームで

はこれまでの取組の活動結果を取りまとめまし

た。その結果を基に、常温で流通する加工食

品について、納品期限の見直し、賞味期限の

年月表示化、賞味期限の延長を三位一体で

推進しています。 

常温で流通する、いわゆる「ドライ」の加工

食品の納品期限については、賞味期間を３等

分して、最初の１／３の期間で小売業者に納

品しなければいけないという従来の慣習に基

づくルールを見直して、納品期限を１／２に緩

和出来ないか検討を重ねてきました。清涼飲

料と賞味期間１８０日以上の菓子を対象に社

会実験を行ったところ、納品期限を１／２に緩

和してもその後に売れ残りが増えることはなか

ったため、ワーキングチームの結論として、これ

らの商品については納品期限を緩和していく

という方向性が定まり、大手総合スーパーやコ

ンビニエンスストアを中心に緩和に向けた取

組が行われてきました（図表２）。 

しかし、これで問題が解決した訳ではなく、

自社ないし専用の物流センターを所有してい

る企業は納品期限を１／２に緩和出来ます

が、複数の企業が利用する汎用物流センター

では納品期限を１／３としている小売業者と、

１／２としている小売業者の両方と取引がある

と、厳しい方にあわせて運用せざるを得ず、世

の中の大多数を１／２に変えていかなければ

効果が出ない状況にあります。 
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２０１７年５月には、農林水産省と経済産業省

の連名で、加工食品の納品期限の緩和に関す

る通知を卸業者と小売業者の業界団体あてに

発出しました。この通知では、清涼飲料と賞味

期間１８０日以上の菓子について、納品期限の

緩和に向けた取組をお願いしています。 

また、その他の加工食品についても、今

後、納品期限の緩和に向けた検討を行う旨を

付記しており、２０１７年度から実証に着手して

います。 

 

[2] 賞味期限を年月表示に 

賞味期間が３ヶ月以上の食品については、

賞味期限を「年月日」ではなく「年月」で表示

することが法律上認められています（図表３）。 

 

流通業界の在庫管理では、「先入れ先出

し」のルールがあり、新しい商品を仕入れた

ら、それより古い日付の商品は仕入れない慣

例になっています。賞味期限を年月表示にす

れば、年月日表示と較べて期限逆転のリスク

が減るため、在庫が有効活用でき、食品ロス

の削減に寄与すると考えられます。消費者も、

１日の違いに悩まずにすみ、棚の後ろにある

商品に手を伸ばして陳列を乱すことも減るで

しょう。 

賞味期限の年月表示化については、これま

で菓子業界や醤油業界、飲料業界などを中

心に推進されてきました。味の素やサントリー

食品インターナショナル、イオンが表示を「年

月日」から「年月」へ移行する対象品目を大

幅に拡大すると発表したこともあり、他の事業

者への波及が期待されます。 

また、年月表示化は、食品ロスを削減するだ

けではなく、働き方改革の面からも注目されて

います。各業界でドライバーをはじめとする人手

が不足している状況で、例えば、いままで日単

位で分けていた在庫を、月ごとにまとめることが

できれば、保管や出庫作業の効率が高まりま

す。在庫や棚の管理も日単位より、月単位の方

がはるかに容易なのは言うまでもありません。 

その反面、表示を年月日から年月に移行

するときに、「食品の期限設定のためのガイド

ライン」に従って日付を切り捨てなければなら

ず、これにより賞味期間が最大で３０日間短く

なることが、年月表示の導入にあたりネックに

なっています。 

上述の１／３ルール見直しによる納品期限

の緩和では、小売業者は販売期間が短縮さ

れることによる食品ロスの増加を懸念します
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が、年月表示化については、賞味期間が短

縮されることによる食品ロスの増加を、食品製

造業者が懸念しています。 

これらの問題を解決するために、双方に寄

与する賞味期限の延長を含めて、３つの取組

を同時に推進する必要があります。実際に納

品期限が厳しいまま日付を切り捨てるのは難

しいことから、納品期限の延長は必要です。 

また、年月表示化と合わせて賞味期限自

体の延長を模索する食品製造業者も多くなっ

ています（図表４）。 

 

[3] 小売店頭での啓発資材活用 

消費者が小売店で買い物する際の過度な

鮮度志向や購買行動が小売店での食品ロス

の一因となっています。２０１７年度の商慣習

検討ワーキングチームにおいて消費者に食品

ロスの問題に関心をもってもらい、食品ロス削

減につながる購買行動に結びつけてもらうた

めの、小売店頭用の広報資材を製作しました

（図表５）。大手流通業者と連携して、店頭に

おける消費者啓発資材による食品ロス削減効

果を実証し、消費者のアンケート調査では半

数近くが食品ロス削減を意識したという結果

が出ました。 

 

また２０１８年１０月を啓発月間として、全国

的に店舗での啓発活動が実施されるよう、働

きかけを行っているところです。 

 

［４］ 賞味期限の延長へ 

一般に賞味期限が延びたというと、大量に

食品添加物を入れたのではないかと疑われる

こともありますが、実際には、容器包装の機能

を高めて酸素や光を遮断することや、製造工

程の見直しが延長につながっている事例が多

くなっています。 

身近な食品の例を挙げると、Ｍｉｚｋａｎでは

納豆の乾燥を防ぐために、容器と蓋の折り返

し部分のすき間と通気穴をなくして密閉性を 

高めた容器を開発したことと、製造方法の

改善も合わせて、９～１１日間の賞味期限を１

５日間に延長しています。 

また、キユーピーでは、マヨネーズの長い改

良の歴史のなかで、以前は７カ月だった賞味

期限が、いまは１２カ月となっています。 

この間に製品から酸素を追い出す製法と、

酸素を通さないボトルの採用という両面で工

夫を重ねて、製品の劣化を防いだことが賞味

期限の延長につながっています（図表６）。 

製品の特性に応じ、どこまでの賞味期限を

求めるかで、どの包装材料を選択するかも変

わってきます。例えば、佐藤食品工業の餅製

品は、酸素を吸収し、水分蒸散を抑えるバリ

アフィルムを採用し、賞味期限が２４ヶ月となっ

ています。お正月に使い切れなくても、次の年

にも問題なく食べられ、保存食品としての備蓄

も可能となります。 

こうした賞味期限・消費期限の延長は、食

品ロスに関する効果はもとより、急増するｅコマ

ースや輸出への対応からも不可欠な課題とな

っています。また、特に消費期限が短い商品

の場合には、夜間に生産して早朝に納品する

ようなタイトなオペレーションを迫られることにな

りますが、製造・流通現場での人手不足を考

えれば、製品のロングライフ化による働き方改
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革は必然の流れとなります。 

 

［５］ 気象情報を活用した食品ロス削減 

天候とビジネスには大変密接な関係があり

ますが、食品の売れ行きと気象情報にも強い

相関関係があります。特に気温による需要変

動が大きい商品や、季節限定の商品は正確

な需要予測をすることが重要であり、ここ数年

で気象情報を活用した食品ロス削減の取組

が広がってきています。 

気温の変化による需要変動が大きい商品

の一つに豆腐がありますが、豆腐は気温によ

る需要変動に加え、賞味期限が短いこともあ

り、見込み生産にならざるを得ません。そこで

日本気象協会と相模屋食料では気象情報、

ＰＯＳデータ、ＳＮＳ データを活用し、人工知

能（ＡＩ）技術で解析された豆腐指数によって

寄せ豆腐のロス量の約３０％を削減しました。

また季節限定商品である中華つゆでも気温に

よる消費者心理の転換点解析等を考慮した

独自の需要推定統計手法を活用したことで

在庫の約２０％を削減することが出来ました。

このような気象情報を活用した解析手法では

売り上げの９７％が説明可能と言われており、

気象情報を活用した取組は今後進んでいくで

しょう。 

 

3．外食における食品ロス削減の取組 

不可食部を含めた事業系の食品廃棄物全

体をみると、発生源の８０％以上は食品製造

業ですが、食べ残しや期限切れといった可食

部に焦点を当てると、発生源の３７％は外食

産業となっており、外食産業の食品ロス削減

が重要となります（図表７）。 

 

［１］ 食品の持ち帰りで食品ロスを削減 

昨年、消費者庁、環境省、厚生労働省と

連携して「飲食店等における「食べ残し」対策

に取り組むに当たっての留意事項」を作成し

て「食べきり」と「持ち帰り」について、消費者と

飲食店がそれぞれに気を付けるべき点を整理

しました。特に「持ち帰り」については衛生面

の配慮から慎重になっている飲食店が多いこ

とから、厚生労働省と協力し、事故を起こさな

いために必要な項目を抽出しました。具体的

には消費者の「自己責任」を前提に、持ち帰

る際には加熱可能なものを量を考えて持ち帰

ること、清潔な容器を使用すること、飲食店は

衛生上の注意事項を消費者に説明すること、

外気温が高い場合は持ち帰りを休止するか、

保冷剤を提供することなどを挙げています。こ

のような留意事項を示したことで、滋賀県大津

市では関係省庁が公表した留意事項に基づ

き、持ち帰り用のドギーバッグの普及を進めて

おり、「正しいドギーバッグ使用を推奨する運

動」を展開、このような食品ロス削減に取り組

む飲食店等を「三方よしフードエコ推奨店」と

してＰＲ しています。 



－ 27 － 

[2] フードシェアリングによる食品ロス削減 

飲食店では急なキャンセルや売り上げ予測

の見誤りが食品ロスの一因となっていますが、

余りそうでかつ安心に食べることの出来る食品

の情報をシェアすることで食品ロスを減らす取

組が広がっています。消費者と飲食店をイン

ターネットでつなぐサービスを展開するコークッ

キングは今年４月から「ＴＡＢＥＴＥ（タベテ）」と

いうマッチングサービスをスタートさせました。こ

れは賞味期限や閉店時間などの理由から余

っている料理をＴＡＢＥＴＥに登録している店

舗が安価な価格で出品し、消費者がオンライ

ン決済して店に取りに行くという仕組みです。

またＳＨＩＦＦＴが展開する「Ｒｅｄｕｃｅ ＧＯ」とい

うサービスでは、飲食店で余って廃棄してしま

う食品を月額料金を支払うことで１日２回まで

持ち帰ることが出来ます。こういった取組は

日々の食費を抑えたい消費者と食品ロスを減

らしたい飲食店双方にとってメリットがあると言

えます。 

 

4．フードバンク活動の推進 

フードバンクとは、食品メーカー、小売店、

個人等からまだ食べられるにも関わらず何ら

かの理由で廃棄されてしまう食品を引き取り、

福祉施設等へ食品を提供する団体です。食

品を必要としている人々への支援だけでなく

食品の有効活用による食品ロスの削減に寄

与しています。 

フードバンク活動はもともと米国で始まり、

既に５０年の歴史があり、日本では約８０のフ

ードバンク団体が活動しています。 

 

[1] フードバンクへの食品提供 

フードバンクは主に企業や個人から食品の

提供を受けています。企業では食品メーカ

ー、小売店からの提供が主となっており、製

造・流通段階で包装印字のズレや外箱の変

形など通常の販売が困難な食品が提供され

たり、賞味期限が近づいた商品が提供されて

います。 

 

[2] 食品の提供先について 

食品の提供先はフードバンク団体によって

異なりますが、多くは児童養護施設、障がい

者施設、生活困窮者支援団体等の福祉施設

へ提供しています。フードバンクが直接施設に

提供をしますが、各地域の行政や社会福祉

協議会を経由して提供するといったケースもあ

ります。この他、宅配便等を活用した物流シス

テムの構築や、電子商取引による食品需給の

マッチング等、新たな取組を行うフードバンク

団体も出てきています。 

 

［３］ フードバンク活動の拡大に向けて 

一方、食品を供給する側である事業者等か
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ら、運営されるフードバンク団体に対し、食品

の衛生的な取り扱いやトレーサビリティの観点

で体制を懸念する声があります。このような状

況のなか、フードバンクが今後も活動を拡大し

ていくには、食品を扱う団体として品質・衛生

管理についての信頼性を高め、食品の取扱

量を増やしていくことが重要となります。このよ

うななか、農林水産省では食品の供給者であ

る食品事業者等の信頼性向上を通じ、フード

バンク団体の活動を促進するため、２０１６年１

１月に「フードバンク活動における食品の取り

扱い等に関する手引き」を作成しました。本手

引きでは、食品の提供又は譲渡における原則

や関係者間におけるルールづくり、品質・衛

生管理、情報の記録及び伝達等について関

係者が取り組むべき事項を整理するとともに、

参考として食品の受渡しに係る合意書のひな

形を盛り込んでいます。 

また、フードバンク団体側では、フードバン

ク活動の認知度が低いことや、地域で利用

者・寄付者のマッチングが効率的に行われて

いないことについて課題を抱えています。 

２０１７年度にはフードバンク団体や事業者

のほか、地方自治体や福祉施設等を対象

に、フードバンク活動に係る情報交換会やセミ

ナーを全国で開催しました。またフードバンク

衛生管理講習会も併せて開催し、フードバン

ク活動に求められる食品衛生管理能力の向

上に努めています。 

 

5．最後に 

食品ロス削減国民運動シンボルマークとし

て各団体・企業での利用を推進してきた「ろす

のん」は２０１８年７月現在で３６７件利用して

頂いています。利用方法はパンフレットの片隅

に入れて頂くケースが主でしたが、最近は店

内掲示用のポップやコースター、食品物流の

車両や、食品リサイクル専用車およびパッカー

車等に掲示して頂くなどさまざまなかたちでの

利用が広がっています。食品ロス削減に取り

組む団体・企業でしたら簡単なメール申請

で、無料で利用出来ますのでぜひこのような

マークも活用して頂きたいと思います。 

当省としては今後も各団体、企業にとって

食品ロスが身近なテーマであることを様々な取

り組みを通じて知っていただいて食品ロス削

減を進めていきたいと思います。 

 

『流通情報』第 534 号（2018 年 9 月）、公益

財団法人流通経済研究所発行』より転載
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「フードバンク活動における食品の取扱い等に 

関する手引き」の改正について 

― 農林水産省食品産業局 ― 
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平成３０年台風第１９号、第２０号、第２１号より影響を受

けている下請中小企業との取引に関する配慮について 

― 農林水産省・経済産業省 ― 
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平成３０年北海道胆振東部地震により影響を受けてい

る下請中小企業との取引に関する配慮について 

― 農林水産省・経済産業省 ― 
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（参 考） 

 

災害発生時における、受領拒否や返品など取引上の問題に対する、独占禁止法注１及び下

請法注２における考え方について、公正取引委員会が東日本大震災時に取りまとめております

ので以下をご参照ください。 

 

問１ 

震災後、生活物資等の流通が滞っていることに伴い、商品等の販売価格が上昇しているよう

ですが、独占禁止法上の問題はないですか。 

答 

今次の震災により、東北・関東地区における生産活動及び物流機能が大きな被害を受け、生

活必需品を含め物資の供給に支障が生じています。今後、こうした事態に便乗して生活必需品

等の物資に関して価格カルテル等の独占禁止法違反行為による不当な価格引上げが行われる

ことがあれば問題となりますので、公正取引委員会としては、そのような行為がないかどうか監視し

てまいります。 

 

問２ 

今次の震災による物資の不足を受けて、事業者が共同して又は事業者団体が、顧客１人当た

りの販売個数を調整したり決定したりすることは、独占禁止法上問題となりますか。 

答 

被災地に優先的に物資が供給されるようにする、顧客に物資が広く行き渡るようにするといった

緊急の対応として専ら行われるものであって、物資の不足が深刻な期間及び地域において実施

されるものであれば、独占禁止法上問題となるものではありません。一方、そのような調整を、著し

い物資の不足が解消された後になっても続ける場合には、独占禁止法上の問題が生じますの

で、御注意ください。 

 

問３ 

大規模小売業者が、納入業者に対して、被災したスーパーの原状回復や再陳列作業への協

力を要請することは、優越的地位の濫用として独占禁止法上問題となりますか。 

答 

被災者の生活の糧を供給する拠点となる大規模小売業者の営業が迅速に開始されることは、

被災地の復興や被災者の生活支援にも資するものであり、大規模小売業者と納入業者との間で

協議が行われた結果、被災した大規模小売業者の原状回復や再陳列作業への協力を行うこと

になったとしても、独占禁止法上問題となるものではありません。しかしながら、震災を口実として

大規模小売業者が納入業者に対し、不当に不利益を与えることとなるような場合には、独占禁止

法上の問題が生じ得ますので、御注意ください。 
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問４ 

親事業者が被災し、工場等が滅失するなどして親事業者に受領能力がないことを理由に、受

領拒否することは下請法上問題となりますか。 

答 

下請事業者に責任がある場合を除き、受領拒否をすることは、下請法上問題となりますので、

代替的な工場での受領の可能性も含め、親事業者は可能な限り受領する手段を講ずる必要が

あります。しかしながら、親事業者が被災し、工場等が滅失するなどして、客観的にみて当初定め

た納期に受領することが不可能であると認められる場合に、例えば、両者間で十分協議の上、相

当期間納期を延ばすこととなったときには、そのような事情を十分考慮して対応することとなりま

す。 

なお、親事業者は、このような特別な事情や経緯について、事後的にも分かるような記録を残

しておくことが望まれます。 

 

問５ 

仕事を失った被災者を地域でなるべく多く従業員として受け入れたい。その際、関係事業者が

共同して、又は事業者団体が、賃金、労働時間等について調整したり決定することは、独占禁止

法上問題となりますか。 

答 

被災者をどのような条件で雇用するかという雇用契約上の問題ですので、労働関係法令上の

考慮の必要性は別として、独占禁止法上は問題となるものではありません。 

 

問６ 

親事業者が、風評に基づき受領拒否や返品を行うことは、下請法上問題ないですか。 

答 

下請事業者に責任がある場合を除き、親事業者が、発注した商品の受領を拒むことや一旦受

領した後にその商品を引き取らせることは、下請法上問題となります。 

個別の事案については、具体的な事実を踏まえて判断することになりますが、例えば、震災の

被害を受けた原子力発電所の所在する県と同一の県に下請事業者が所在することを専らの理

由として、親事業者が下請事業者の納入した商品の受領を拒むこと又は一旦商品を受領した後

にその商品を引き取らせることは、下請法違反となるおそれがありますので御注意ください。 

 

問７ 

自社の工場が被災し、操業開始のめどが立っていない。また、製品の在庫も尽きつつある。顧

客への供給を確保するため、当該製品を生産している競争事業者に自社に代わって顧客に供

給してもらったり、生産を委託したりすることは、独占禁止法上問題となりますか。 

答 

被災によって自社の供給能力が喪失又は減少した場合に、自社の供給能力が復旧するまで

の間、顧客への供給を確保するために必要な範囲で、競争事業者に代替供給を行ってもらうこと
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や生産委託を行うことは、独占禁止法上問題となるものではありません。ただし、代替供給等を契

機に、複数の事業者間で相互に価格や供給量等について制限することは問題となりますので、

御注意ください。 

 

問８ 

震災の影響により、下請事業者が親事業者から預かっていた物品が破損したことを理由とし

て、親事業者が損害賠償請求として金銭を下請代金から差し引くことは、下請法上問題となりま

すか。 

答 

親事業者が、下請事業者に責任がないのに、下請代金の減額を行うことは、下請法上問題と

なります。したがって、震災の影響により親事業者から預かっていた物品が破損したとしても、通

常、下請事業者に責任があるとはいえず、親事業者が震災による損害額を下請代金から減額す

ることは、下請法上問題となるおそれがありますので御注意ください。 

 

問９ 

親事業者は部品Ａと部品Ｂによって商品Ｃを製造しており、部品Ｂについては下請事業者に製

造を発注している場合、被災により部品Ａが手に入らなくなったことを理由に、下請事業者に発

注していた部品Ｂの受領を拒否することは、下請法上問題となりますか。 

答 

個別の事案については、具体的な事実を踏まえて判断することとなりますが、下請事業者に責

任がある場合を除き、受領拒否をすることは、下請法上問題となりますので御注意ください。 

 

問１０ 

親事業者の保管施設が被災したことにより、下請事業者が納品しようとした商品をその下請事

業者に保管させ、倉庫代等の追加費用が発生した場合、当該費用を下請事業者に負担をさせ

ることは、下請法上問題となりますか。 

答 

下請事業者に対し、親事業者が支払うべき費用を負担させることは、不当な経済上の利益提

供要請として下請法上問題となりますので、親事業者が追加費用を負担する必要があります。し

かしながら、親事業者が被災し、客観的にみて震災の影響により発生した追加費用を直ちに負

担することが不可能であると認められる場合に、例えば、両者間で十分協議の上、一時的に下請

事業者が費用の一部を負担するときは、そのような事情を十分考慮して対応することとなります。

なお、親事業者は、このような特別な事情や経緯について、事後的にも分かるような記録を残して

おくことが望まれます。 

 

問１１ 

震災の影響により生産・調達コストが大幅に上昇したため、下請事業者が単価引上げを求め

たにもかかわらず、親事業者が従来の単価を据え置くことは下請法上問題となりますか。 
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答 

御指摘の生産・調達コストが大幅に上昇するなど震災の影響による単価の引上げについて

は、親事業者と下請事業者との間で十分協議を行って決定することが望まれます。個別の事案

については、具体的な事実を踏まえて判断することとなりますが、例えば、震災の影響により下請

事業者のコストが通常の発注に比べて大幅に増加するような発注にもかかわらず、下請事業者と

十分に協議することなく、通常の発注をした場合の単価と同一の単価に一方的に据え置くこと

は、買いたたきとして下請法上問題となるおそれがありますので御注意ください。 

 

 

 

【引用：東日本大震災に関連する Q＆A（公正取引委員会ホームページ）】 

https://www.jftc.go.jp/soudan/shinsaikanren/23jishinqa.html 

 

注１ 独占禁止法：私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律 

注２ 下請法：下請代金支払遅延等防止法 


